
公共工事における総合評価方式活用検討委員会（第１１回） 

 

日 時：平成 19 年 3 月 2 日（金）10:00～12:00 

場 所：霞ヶ関ビル 33F 東海大学校友会館 富士の間 

 

議 事 次 第 

 

１ 開 会 

２ 委員長挨拶 

３ 議 事 

（１） 委員会報告（案）について 

（２） 今後の進め方について 

（３） 最近の動向について 

４ 閉 会 



第１１回委員会 配付資料一覧 

 

第１１回委員会 議事次第 

第１１回委員会 配付資料一覧 

 

委員名簿 

設立趣意書 

第１１回委員会 座席表 

今後の予定 

 

資料１１－１ 公共工事における総合評価方式活用検討委員会報告

（案）のポイント 

資料１１－２ 公共工事における総合評価方式活用検討委員会報告

～ 総合評価方式適用の考え方 ～ （案） 

資料１１－３ 公共工事における総合評価方式活用検討委員会報告

～ 総合評価方式適用の考え方 ～ 参考資料（案） 

資料１１－４ 今後の進め方について 

資料１１－５ 平成１８年度 地方整備局の工事入札における低入

札の状況（速報値） 

 

参考資料１１－１ 第１０回委員会議事要旨 

参考資料１１－２ 高度技術提案型総合評価方式の適用事例 

（Ｈ１８年度） 



公共工事における総合評価方式活用検討委員会 
 

委 員 名 簿 

 

委員長  小澤 一雅  東京大学大学院工学系研究科 教授 

    委 員  大森 文彦  東洋大学法学部企業法学科 教授 

    委 員    小林 康昭  足利工業大学工学部都市環境工学科 教授 

    委 員    福田 昌史  高知工科大学 客員教授 

    委 員    渡邊 法美  高知工科大学フロンティア工学教室 教授 

  委 員  川合 勝   （社）日本土木工業協会 公共工事委員長 

               （鹿島建設（株） 代表取締役副社長） 

    委 員  絹川 治   （社）全国建設業協会 副会長 

               （公成建設（株） 代表取締役会長） 

   委 員  林  茂   （社）全国建設業協会 理事 

               （林建設工業（株） 取締役副社長） 

   委 員    加藤 直宣    東京都建設局総務部技術管理課長 

    委 員    宮崎 正美  川越市建設部長 

    委 員  森下 憲樹  国土交通省大臣官房地方課長 

   委 員  前川 秀和  国土交通省大臣官房技術調査課長 

   委 員  澤木 英二  国土交通省大臣官房官庁営繕部計画課長 

   委 員  松本 直也  国土交通省関東地方整備局企画部長 

    委 員  西川 和廣  国土交通省国土技術政策総合研究所 

                              総合技術政策研究センター長 

 

（事務局） 国土交通省国土技術政策総合研究所



公共工事における総合評価方式活用検討委員会 

設 立 趣 意 書 
 

 

 公共工事は、調達時点で品質を確認できる物品の購入とは基本的に異なり、

施工者の技術力等により品質が左右される。そのため、発注者は、個々の工事

の内容に応じて適切な技術力を持つ企業を競争参加者として選定するとともに、

技術力を評価した落札者の決定や適切な監督・検査等の実施により公共工事の

品質を確保する必要がある。 
また、現下の我が国の厳しい財政状況を背景に、公共投資の削減が続けられ

てきた結果、不適格業者の参入によるいわゆるダンピング受注の発生や、不良

工事の発生など、公共工事の品質確保についての懸念が高まってきた。 
 このような背景を踏まえ、「公共工事の品質確保の促進に関する法律」が平

成１７年３月に成立、４月より施行された。本法律では、公共工事の品質は、

経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、価格及び品質が総合的

に優れた内容の契約がなされることにより、確保されなければならないと規定

されている。 
 一方、直轄事業においては、平成１１年度より大規模かつ難易度の高い工事

を対象に、ライフサイクルコストを含めた総合的なコスト、工事目的物の性能・

機能、環境の維持や交通の確保等の社会的要請事項に関する技術提案を入札者

に求め、これらと価格を総合的に考慮して落札者を決定する総合評価方式を試

行してきたところである。今後、公共工事の品質確保の促進を図るために、総

合評価方式を活用していく必要がある。 
 本検討委員会は、総合評価方式について、より規模の小さな工事やより難易

度の低い工事においても活用する観点から検討し、ガイドラインとしてとりま

とめることにより、総合評価方式のより一層の活用促進を図ることを目的に設

置したところであるが、先般、平成１７年９月に委員会の成果として「公共工

事における総合評価方式活用ガイドライン」を策定した。引き続き、総合評価

方式の実施状況をフォローアップし、適宜ガイドラインの改善を図るとともに、

より難易度の高い工事に適用する高度技術提案型の具体化等について検討する

ことを目的に委員会を継続するものである。 
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公共工事における総合評価方式活用検討委員会 
 

今 後 の 予 定 
 
 

 第１回（平成 17 年 5月 23 日） 

  ・総合評価方式の適用拡大の方向性 

 第２回（平成 17 年 6月 27 日） 

  ・総合評価方式の適用拡大の具体的手法 

 第３回（平成 17 年 7月 15 日） 

  ・ガイドライン（素案）の検討 

 第４回（平成 17 年 8 月 1日） 

・ガイドラインのとりまとめ 

 第５回（平成 17 年 12 月 12 日） 

  ・高度技術提案型の具体化の検討（１） 

 第６回（平成 18 年 2 月 3日） 

  ・高度技術提案型の具体化の検討（２） 

 第７回（平成 18 年 3 月 9日） 

  ・高度技術提案型のとりまとめ 

第１回～第７回 委員会  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第８回 委員会 
 ・総合評価方式の実施状況の分析 

 
平成 18 年 10 月 3 日 

 
 

第９回 委員会 
 ・施工体制を確認する総合評価方式の提案 

 
平成 18 年 10 月 27 日 

 
 
 

第１０回 委員会 
 ・委員会報告の方向性 

 
平成 19 年 1 月 10 日 

 
 
 

第１１回 委員会 
 ・委員会報告のとりまとめ 

 
平成 19 年 3 月 2 日 

 
 

 
引き続き開催予定 


